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　　　医療情報ヘッドライン
　　　　　慢性期入院医療も、22年度改定の影響調査実施へ

　　　　　中医協総会、調査検証の進め方で厚労省と基本合意
　　　　　　　　　　　　　　─────────　厚生労働省　保険局
　　　　　４～６月の医療事故491件、ヒヤリ・ハット6,648件
　　　　　日本医療機能評価機構　上半期の医療事故、過去最多
　　　　　　　　　　　　　　─────────　日本医療機能評価機構
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　　　経営TOPICS
　　　　　統計調査資料
　　　　　医療施設動態調査（平成２２年7月末概数）
[image: image8.emf]
[image: image9.emf][image: image10.emf]　　　経営情報レポート
　　　　　未収金管理の徹底法

　　　　　発生予防と回収のポイント


　　　経営データベース
　　　　　ジャンル：業績管理　サブジャンル：月次管理のポイント

　　　　　コスト管理のポイント

　　　　　先行管理の運営ポイント


　厚生労働省保険局は10月15日、中医協総会を開き、前回に引き続き、初・再診料などの基本診療料について検討を重ねたほか、療養病床再編・慢性期入院医療に係る調査・検証の進め方を協議、厚生労働省側が示した3項目で基本合意した。

　慢性期入院医療に係る調査検証については、下部組織である「慢性期入院医療の包括評価調査分科会」で行うことになるが、調査・検証方針が大枠で了承されている。平成22年度改定の影響確認や、認知症患者の状態像把握等を行う予定だ。

　慢性期入院医療については、２月12日の中医協答申附帯意見や、診療・支払双側の意見でも調査・検証を行うべきとされている。そこで厚労省は、中医協の下部組織である「診療報酬調査専門組織・慢性期入院医療の包括評価調査分科会」を開催することを提案している。この日は、調査・検証方針案が提示され、大筋で了承された。

　具体的な基本合意の内容は、（１）平成22年度改定の影響確認（療養病棟入院基本料）、（２）医療施設・介護施設の利用者に関する横断調査の総合的な検証、（３）認知症患者の状態像把握等についての評価のあり方を検討　――の３本。

　慢性期入院医療は、３つの医療区分と３つのADL区分により、９の点数区分設定がされている（従前は５つの点数区分設定）。（１）ではこの９区分に再編された影響を確認する。このうち、医療必要度が低いとされる医療区分１について、診療側委員が「内容を精査すべき」との要望を出した。

　慢性期病床に入院する患者の医療区分についての年次推移を見てみると、平成17年には医療療養病床で53.0％、介護療養病床で57.9％であり、「療養病床は医療も介護も同じではないか」との批判が出されていた。しかし、平成22年には医療で12.8～36.0％、介護で72.6％となり、両者の患者像は大きく変化しているように見える。

　この点について診療側委員の一人は、「医療区分１には、実際に医療必要度の低い状態から、実は医療必要度が高い状態までないまぜになっている。医療区分１の実態を調査する必要がある」と提案。また「平成17年から平成22年で患者像が変化した理由などを調査すべき」との主張も診療側から出ている。

　厚労省側は、「平成17年から22年にかけての変化は、医療区分１の点数を低くしたことが影響しているかもしれない」と推測し、さらに「医療区分１の見直しが必要か否かを含めて議論していただく」とコメントした。

　初・再診料等の基本診療料について、前回会合では、診療側の「コスト分析を行うべき」との主張に支払側が猛反発した経緯がある。この日は、厚労省側から（１）各基本診療料の算定状況、（２）加算の簡素化に係る視点の例示、（３）病院・診療所別の入院外医療費に占める初再診料等の年次推移、（４）各点数に対する技術・モノの色分けの考え方、（５）歯科における初・再診料に関する資料が示された。

　日本医療機能評価機構は10月13日、医療事故情報収集等事業に関する第22回報告書を公表した。同事業は現場の医療安全確保に資することを目的として、医療事故情報やヒヤリ・ハット事例について、全国的な収集・分析・情報提供を行っている。

　報告書によると、医療事故報告が義務付けられている国立病院機構や自治体所管の医療機関（6月30日現在272施設）などの今年１～６月の医療事故報告数は1,005件、年間報告数が過去最多だった昨年同期の946件を上回った。任意で参加している554施設の１～６月の報告数は231件で、こちらも昨年１年間の169件を上回っている。

　今回の報告書では、平成22年４～６月に同機構に報告された医療事故などの情報を分析した。個別テーマとしては「病理に関連した医療事故」「持参薬の同系統代替薬を処方した際の医療事故」「経過表画面の薬剤量見間違えによるヘパリンの過量投与」などが取り上げられた。

　平成22年４～６月に報告された医療事故は計491件となった。内訳を見ると、「療養上の世話」（43.６％）が最も多く、２番目は「治療・処置」（21.２％）となった。死亡事例は7.7％（38件）となっている。

　また、同期間に報告されたヒヤリ・ハット事例は計6,648件であり、その内訳は「薬剤」（39.２％）が最も多く、次いで「療養上の世話」（21.１％）、「ドレーン・チューブ」（15.９％）などが続いた。全体の1.8％（53件）は死亡・重篤な状況に至った可能性がある重大なものだった。「薬局ヒヤリ・ハット事例収集・分析事業」では、同事業に参加する薬局（2,841施設、１－６月）から報告があったヒヤリ・ハット事例は4,989件だった。

　個別テーマのうち、昨今注目される「持参薬」関連の事故は「持参薬（プロノン）が院内薬局で採用されていないため、同系統のタツピルジンが処方されたというケースで、両剤は代謝経路が異なり、患者の腎機能が低下していたため、過量投薬状態となり、意識障害を起こした」というもの。改善策として、（１）薬効だけでなく、患者背景も十分に検討する、（２）薬剤師は疑義が生じた場合に患者背景などを確認する、（３）同系統の意味について共通認識を持つ　―などの対策が採られている。


病院の施設数は前月に比べ
５施設の減少、病床数は
８０４床の減少。

一般診療所の施設数は
１７施設の増加、病床数は
４７９床の減少。

歯科診療所の施設数は
１８施設の増加、病床数は
増減無し。

	
	施設数
	
	病床数

	
	7月
	6月
	増減数
	
	7月
	6月
	増減数

	総数
	176 724
	176 694
	30
	総数
	1 732 911
	1 734 194
	△　1 283  

	病院
	8 683
	8 688
	△　5
	病院
	1 595 303
	1 596 107
	△　804  

	精神科病院
	1 083
	1 084
	△　1
	精神病床
	346 943
	347 139
	△　196

	
	　
	　
	　
	感染症病床
	1 798
	1 804
	△　6  

	結核療養所
	1
	1
	0  
	結核病床
	8 458
	8 458
	0 

	一般病院
	7 599
	7 603
	△　4
	療養病床
	333 780
	333 448
	332

	療養病床を

有する病院（再掲）
	3 975
	3 974
	1
	一般病床
	904 324
	905 258
	△　934  

	地域医療

支援病院（再掲）
	281
	280
	1  
	
	　
	　
	　

	一般診療所
	99 696
	99 679
	17  
	一般診療所
	137 484
	137 963
	△　479  

	有床
	10 667
	10 707
	△　40  
	
	　
	　
	　

	療養病床を有する
一般診療所（再掲）
	1 499
	1 521
	△　22
	療養病床（再掲）
	15 181
	15 366
	△　185

	無床
	89 029
	88 972
	57
	
	　
	　
	　

	歯科診療所
	68 345
	68 327
	18  
	歯科診療所
	124
	124
	0  



	　
　
	病院
	一般診療所
	歯科診療所

	
	施設数
	病床数
	施設数
	病床数
	施設数

	総数
	8 683 
	1 595 303 
	99 696 
	137 484 
	68 345 

	国　厚生労働省
	14 
	6 667 
	28 
	 - 
	 - 

	　　独立行政法人国立病院機構
	144 
	56 475 
	 - 
	 - 
	 - 

	　　国立大学法人
	48 
	32 818 
	127 
	 - 
	2 

	　　独立行政法人労働者健康福祉機構
	34 
	13 225 
	6 
	 - 
	 - 

	　　その他
	34 
	8 884 
	436 
	2 274 
	1 

	　　　国立高度専門医療研究センター（再掲）
	8 
	4 957 
	 - 
	 - 
	 - 

	都道府県
	236 
	62 289 
	244 
	31 
	11 

	市町村
	702 
	151 993 
	3 103 
	2 766 
	275 

	地方独立行政法人
	54 
	23 327 
	10 
	 - 
	 - 

	日赤
	91 
	37 053 
	203 
	19 
	 - 

	済生会
	80 
	22 237 
	48 
	10 
	 - 

	北海道社会事業協会
	7 
	1 871 
	 - 
	 - 
	 - 

	厚生連
	112 
	35 964 
	67 
	79 
	 - 

	国民健康保険団体連合会
	 - 
	 - 
	 - 
	 - 
	 - 

	全国社会保険協会連合会
	51 
	14 123 
	2 
	 - 
	 - 

	厚生年金事業振興団
	7 
	2 808 
	1 
	 - 
	 - 

	船員保険会
	3 
	786 
	15 
	10 
	 - 

	健康保険組合及びその連合会
	13 
	2 713 
	381 
	10 
	4 

	共済組合及びその連合会
	46 
	14 937 
	213 
	10 
	8 

	国民健康保険組合
	1 
	320 
	13 
	 - 
	 - 

	公益法人
	393 
	94 086 
	891 
	550 
	154 

	医療法人
	5 716 
	851 004 
	35 927 
	89 764 
	10 670 

	私立学校法人
	108 
	54 863 
	177 
	115 
	16 

	社会福祉法人
	187 
	33 710 
	7 423 
	380 
	25 

	医療生協
	83 
	14 164 
	326 
	301 
	44 

	会社
	64 
	13 198 
	2 188 
	36 
	17 

	その他の法人
	39 
	7 001 
	439 
	255 
	74 

	個人
	416 
	38 787 
	47 428 
	40 774 
	57 044 



■病院病床数

■病院及び一般診療所の療養病床数総計


医業経営情報レポート

未収金管理の徹底法
発生予防と回収のポイント


深刻化する未収金問題の背景

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

発生原因別にみる未収金の分類

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

回収方法を院内でシステム化する

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

有効な予防策で未収金ゼロを目指す

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

未収金管理体制徹底のポイント

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

事例にみる未収金債権管理体制の実際

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・





　今後も医業収入の大きな伸びが期待できない経営環境の下、医療機関においては発生した未収金を放置することは自院の経営に深刻な影響を及ぼす可能性があります。未収金の発生が回収額を上回るようになると、徐々に経営を圧迫する要因になりかねません。コスト削減やレセプトチェック強化など診療報酬請求業務の見直しに注力する医療機関も増えています。しかし、増患への取り組みの成果として外来・入院患者数が増加しても、これに比例して回収できない負担金累積額も増えてしまっては、いつまでも院内の改善努力の結果が反映されないことになるといえるでしょう。このような未収金の発生をゼロにすることは、現実的に不可能であるともいわれています。
　営利を目的とする企業の場合、通常の取引でサービス提供とその対価支払が相互に課せられている状況において、支払能力がないことが明らかであれば、サービス提供を拒否することも可能です。しかし、医療機関においては法的にこれらの行為を禁じています。

　医療供給体制の信頼性を確保するための根本的な原則ですが、常習的かつ作為的に医療費を支払わないケースにおいても、この定めがあることによって、診療やその他医療サービスを拒否することができないことも事実です。
　一方で、医療機関における未収金問題は、近年深刻化の様相を示しています。その要因としては、下記のような事由が挙げられます。

■未収金問題が深刻化する主要な要因

	①診療報酬改定による患者負担割合の増加

　⇒　自己負担割合が増えたため、受診しても経済的な理由で支払が滞る、または支払能力がないケースであり、大部分がこれに該当

②低所得者層の増加

　⇒　上記①同様に高齢者や定職に付かない者、いわゆる「ワーキング・プア」等のように収入が低い層の患者割合が増加
③診療内容への不満を原因とする治療費支払の拒否

　⇒　患者の権利意識が向上し、提供を受けた医療サービスに納得がいかない場合や医療機関への不信感から、支払を拒否するケースが増加


　これらの要因別に、発生した未収金の回収方法や予め回避するための方策を検討し、院内に徹底することによって、医療機関の経営安定に一定の効果を及ぼすことができます。



　医療機関に発生する未収金には、下記のようなものがあります。

■医療機関に発生する未収金の種類
	①患者の窓口負担金

②返戻・過誤未収金（再請求によるもの）

③自賠責・生活保護・労災関連未収金（未請求によるもの）


　③については、医療機関における診療報酬その他保険等請求手続に関する問題から生じるものを除き、患者側の未払が要因となる未収金に関して整理します。
■未収金の発生原因別による分類　～患者負担金

	①入院医療費の未払

　支払能力がないことを理由としており、最も多くの割合を占める

②定期通院患者の外来医療費の未払

　保険証を確認できないまま外来受診を継続し、未払負担金が累積する
③夜間・休日受診の患者負担金の未払

　治療費を計算せず預り金で処理したために、精算未了の間は未収金として残る
④緊急受診による未払

　住所等連絡先が不明瞭で、後日連絡が取れなくなり未収債権になる


　入院医療費は、期間によっては１件で数十万円に上るケースも少なくなく、経済的理由で未収となる割合も高くなります。また、自由診療による医療費も高額に上るため、特定の診療科（産科、形成外科等）では、経営に与える影響は大きいといえます。自由診療については、予め治療費に関する説明を十分に行うなど、工夫が求められるでしょう。

　その他、夜間や休日、時間外の受診患者や、いわゆる「とび込み」の急患については、患者や同行者の所持金不足などの理由で受診時に治療費が領収できないケース、また、住所や連絡先が明らかでないため、後日の来院や請求の連絡がつかないケースなど、回収の可能性が極めて低い状況になりかねません。よって、未収金の予防には、これらの要因を踏まえて、類型に応じた対応策が必要だといえます。


■未収入金の防止・回収方法の院内システム化に必要な視点
	①管理の徹底　　　　　　⇒　保険証＋運転免許証等の確認

②回収強化　　　　　　　⇒　段階に応じた督促方法の検討

③簡便な回収方法の工夫　⇒　カード決済システム導入等



　患者からの支払が滞った場合、医療機関は段階を追ってこれを回収する努力が必要になります。まず、患者側に対しては、自身が支払うべき治療費が残っており、支払の義務があることを認識してもらわなければなりません。その上で、医療機関としてそれを回収する権利の行使を意思表示することが第一です。

　窓口で一部負担金を支払えない患者に対しては、支払期日を設定し、当該期日までに支払うという誓約書を作成しておくことが賢明でしょう。
	（１）電話による督促
	支払期日の２～３日前に患者に電話をかけて、期日が到来することを確認する。医療機関側の回収意思を改めて表示する意味合いもあり、期日までに支払われなかった場合には、翌日にも再度架電で督促する。支払準備の余裕を持たせるために、前日の連絡は控える。

	
	

	（２）文書による督促
	支払期日に来院せず、翌日も電話連絡がつかない場合、あるいは電話での督促に応じない場合には、文書で請求する。毎週督促文書を郵送し、文調も徐々に強め、勤務先や連帯保証人への連絡も選択肢であることを伝える。「内容証明郵便」などで支払期日を明確にする。

	
	

	（３）訪問による督促
	文書による督促にも応じない場合には、患者宅を直接訪問して、支払意思と期日厳守の確約を得る。経済的理由を主張する患者には、分割払いなど支払方法を提案する。この時点で法的手段を想定し、患者側との交渉経過（行動と対応）を時系列に整理し、記録しておく。

	
	

	（４）法　的　手　段
	院内で定めた基準を超えた長期間、未収金残高の高い患者に対しては、法的手段に訴える方法を検討する。１）弁護士に債権回収を委託、２）裁判所による手続（支払督促、民事調停、少額訴訟）のうち、コストおよび未収金残高を比較して、適切な手続を選択する。



　任意の交渉で患者から支払いを受けられなかった場合、健康保険法および国民健康保険法には、医療機関が一定の回収努力をしたにも関わらず、患者が一部負担金を支払わない場合、保険者が患者に代わって未収金を徴収したうえで、医療機関に支払う「保険者徴収制度」という規定があります。

　この制度を活用することによって、簡単な手続きで未収金を回収することができますが、保険者側に制度の認識が薄弱なために対応を拒まれるケースが非常に多いようです。よって、保険者に対して適切な対応を求めるべく交渉を行う必要がありますが、督促経過など回収努力を客観的に示すものなどを提示するだけでよいため、法的手続の代替手段として、これを選択肢のひとつとするのも一案です。

　各制度の概要は次のとおりです。

■保険者徴収制度の概要

	根拠条文
	健康保険法第74条第２項（国民健康保険法第42条第２項に同旨規定）

「善良な管理者と同一の注意をもってその支払いを受けることに努めたにもかかわらず（中略）請求に基づき、この法律に規定による徴収金の例によりこれを処分することができる」

	活用時の

留意点
	医療機関が徴収努力をしたことが客観的に明らかであること

（例）

●一部負担金発生日から２ヶ月間で数回（概ね２週間に１回）にわたり、内容証明郵便で督促を実施

●電話による交渉経過の記載

●来院の都度、支払催促を実施　　　　　　など

	提出書類等
	①申込書

②医療費請求書
③経緯の記録
④負担金振込先口座番号



経営データベース 

コスト管理のポイント

コスト管理の一環として、コスト見直しを実施する場合の事例を教えてください。

　
コスト削減の目標は、医療サービスの質を一定のレベルに保ちつつ、患者に直接的にかかる費用の有効性や効率の向上を図って、患者一人当たりにかかる費用の節減を達成することです。

　各費用の節減ポイントは、以下のとおりです。

	勘定項目
	経費節減対策のポイント

	給与費
	●業務分担の見直し

●再診自動受付システムの導入

●残業の許可制とパート･ボランティアの活用

●業務の標準化と高齢者の採用・活用

	材料費
	●常備品の安全在庫量の見直し

●適正注文数量の調査と購入単価・支払条件の定期的見直し

●購入先の見直し、地域との結びつきの検討

●定期棚卸と管理者の棚卸立会の併用

●購入担当ローテーション、請求明細書のチェック

	経　費
	●年中行事の見直しと行事費用の一部負担

	福利

厚生費
	●使用頻度が少ない厚生施設の解約

●公的団体施設の活用

●看護職員寮・病院住宅賃料の見直し

●職員診療費減免規程の整備

	消耗備品
	●白衣・事務服の有償支給の検討

●ＯＡ担当者を決定し、事務規格・操作・システムの方向付けをする

●事務用品・文具類管理の中央化と相対渡し

●アウトプットデータの見直しと保存期間経過後の適切な廃棄

●定期購入刊行物の見直し


	
	勘定項目
経費節減対策のポイント
車両費
●車両関係費のチェックシート活用

●燃料費、車両使用者走行距離チェックカードの作成
会議費
●「会議内容メモ」「会議成果診断メモ」の作成
光熱水費
●冷暖房の設定温度の見直し・フィルター清掃

●晴天時の昼間、事務部門の昼休み、未使用部屋の消灯

●照明器具の清掃と点灯スイッチの小分割化
賃借料
●リース契約時と再リース契約の条件の比較検討
研究

研修費
●更新料、権利金、敷金の法的知識の習得

●所属団体主催セミナーの活用

●上司、優秀な職員の順で研修参加

●「研修マニュアル」「ＯＪＴマニュアル」の作成

●研修講座の自己選択と研修受講のフォローアップ
支払利息
●給付金制度（自己啓発助成等）の適用の有無の検討
印紙税
●都道府県・市区町村の低利融資制度の適用の有無

●固定金利と変動金利の有利・不利の検討

●預金担保と当座貸越の活用

●支払手形の不発行



経営データベース 

先行管理の運営ポイント
経営の先行管理を実施する上でのポイントを教えてください。
　
設定した期限までに目標を達成するためには、逆算していつから行動に着手すればよいのかという点を検討した上で、取り組みのスタートラインを設定しなければなりません。
経営の場面では、行動を阻害するざまざまな障害が起こりうることを考えると、最低でも3ヶ月前から着手する必要があります。


　例えば、７月の目標を達成するための取り組みを考える場合、先行管理を行っていなければ、６月末になってようやく対策を考えることもあります。しかし、もしその対策が誤っていたら、７月の目標はおろか、それ以降の月次目標達成も難しくなるでしょう。

　３ケ月先行管理を行うと、３ケ月前である４月時点で７月の目標達成に向けて第１回目の検討と対策を、また２ケ月前の５月時点で第２回目の検討と対策を行うことになりますので、それぞれその時点で検討し、仮説を立てた対策に効果が見られない場合であっても、軌道修正することが可能なのです。また、不測の事態が生じる可能性も想定すると、最低3カ月前からの取り組み開始が必要なのです。
　よって、3カ月前から目標達成に向けた対策を３ステップで実施することが重要です。


















































































目標達成
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段階に応じた未収金回収の方法を実施する　
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４～６月の医療事故491件、ヒヤリ・ハット6,648件


日本医療機能評価機構　上半期の医療事故、過去最多
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段階に応じた未収金回収の方法を実施する　






























































医業経営

















慢性期入院医療も、22年度改定の影響調査実施へ


中医協総会、調査検証の進め方で厚労省と基本合意
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不十分な未収金管理・回収が累積の要因　
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回収方法を院内でシステム化する








発生の態様と処理対応の問題　
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３ヶ月先行管理で三段構えの手を打つ


●３ヶ月前に第１弾の手を打つ（目標の　80％達成の準備）


●２ヶ月前に第２弾の手を打つ（目標の　90％達成の準備）


●１ヶ月前に第３弾の手を打つ（目標の100％達成の準備）
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発生原因別にみる未収金の分類





不測の事態に備えて最低３ヶ月前から着手すべき





ジャンル：　業績管理　＞　サブジャンル：　月次管理のポイント　














逆算するといつから行動に着手しなければならないか
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病床（千床）
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病床（千床）
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ジャンル：　業績管理　＞　サブジャンル：　月次管理のポイント　











マガジン




















経営を圧迫しかねない未収金の現状　
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深刻化する未収金問題の背景
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２　開設者別にみた施設数及び病床数




















１　種類別にみた施設数及び病床数


























医療施設動態調査


（平成２２年７月末概数）
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